
雇用失業情勢と
雇用対策について

平成２１年１０月１３日（火）

厚生労働省政策会議



現下の雇用失業情勢 －さらに厳しさを増している－

○ 完全失業率は、８月は５．５％と前月より０．２ポイント低下。
○ 有効求人倍率は、８月は0．４２倍と前月から横ばいで、過去最低の水準で推移。
○ ハローワークを訪れる事業主都合離職者（新規求職者数）は、前年同月比７６．６％の増加。
○ 日銀短観（９月調査）の雇用人員判断（「過剰」-「不足」）は、全産業で過剰感は依然高水準（＋２３→＋２０）。
製造業の過剰感も依然高水準（＋３７→＋３１）。
○ ８月の雇用保険の受給者数は前年同月比６０．０％増の９６万２千人と前年に比べて高い水準。
○ 各都道府県労働局からの報告（９月）によると、昨年10月から本年１２月における非正規労働者の雇止め等は４，１２７事業所、
２３万９千人（予定を含む）。
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完全失業率と有効求人倍率の動向

従来の最低0.46倍
11年5,6月

21年8月の
有効求人倍率0.42倍

（21年7月と並び過去最低）

（資料出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」

※シャドー部分は景気後退期

従来の最高 5.5％
14年6月,8月
15年4月

有効求人倍率(左目盛）

完全失業率(右目盛）

完全失業者数

過去最高 385万人
15年４月

（谷）

H11.1

（山）

H9.5

（山）

H12.11

（谷）

H14.1

有効求人倍率

直近のピーク

19年6月

1.06倍

完全失業率

19年7月

3.6％

3 6   9    12    3   6   9   12   3   6   9  12   3   6   9   12   3   6   9   12   3   6   9   12    3   6   9  12   3   6   9 12   3   6   9   12   3   6   9   12   3   6   9  12   3   6   9   12   3   6   

（山）

H19.11

21年8月の完全失業率 5.5％
完全失業者数 361万人

（過去最高は、21年7月の5.7%）
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○雇用調整助成金の拡充等 6,066億円 【計画届受理状況(2009年8月) 事業所数 79,922件 対象者数 2,110,841人 3月以降200万人超】

・派遣労働者を含む労働者の解雇等がない場合、助成率を4/5から9/10（大企業は2/３から3/4）に引上げ。【3月30日～】

・残業時間削減により雇用維持をした場合、助成（契約労働者：年30万円、派遣労働者：年45万円（大企業は各々20万円、30万円））。【3月30日～】

・大企業の教育訓練費の引上げ。１年間の支給限度日数（200日）の撤廃。【6月8日～】

○派遣切りの防止など派遣労働者保護の強化等

・派遣先による中途解除に伴う損害の賠償の確保、派遣元による雇用の維持及び労働基準法の遵守等の指導監督の実施。【3月31日 指針改正】

・資産、現金・預金等の許可要件の厳格化。【5月18日 要領改正】

○雇用創出対策 7,000億円

・「ふるさと雇用再生特別交付金」（2,500億円）、「緊急雇用創出事業（基金）」（1,500億円 ＋3,000億円積み増し）。

【平成20・21年度事業計画状況（7月30日調べ） 約20万人分】

○再就職支援・能力開発対策

◇「緊急人材育成・就職支援基金」による職業訓練、再就職、生活への総合的な支援

・雇用保険を受給できない者を対象に職業訓練の拡充及び｢訓練･生活支援給付｣の支給。

【7月15日以降、全国のハローワークで相談、受付開始。訓練は7月29日以降順次開始（訓練計画認定件数773コース（定員数16,476人、受講者数（受

講予定者含む）8,194人）〔10月6日現在〕）。給付金の支給は8月14日以降順次開始（認定申請件数5,864件）〔10月6日現在〕）】

・十分な技能・経験を有しない者への中小企業等による実習型雇用や職場体験・雇入れの支援。【7月10日より事業開始(受理求人数8,672人、求職者

数10,362人、開始者数1,143人)〔10月6日現在〕】

・長期失業者や住宅を喪失し就職活動が困難となっている者への再就職、住居・生活支援。【8月17日より事業開始（開始者数1,200人）〔10月6日現在〕】

◇ハローワーク機能の抜本的強化 265億円 【6月以降随時相談員を7,043人、7月1日より職員を304人、全国のハローワークに配置】

○離職者訓練の強化 ・離職者訓練の実施規模を拡充し、介護分野、IT分野等の長期訓練を実施。 【4月1日～】

○雇用保険のセーフティネット機能の強化
・非正規労働者について適用を拡大、給付を拡充 【3月31日】
○住宅・生活支援等
・離職に伴い住居を失った者への、就労支援をあわせた入居初期費用等の資金貸付(最大で186万円の貸付)【10月2日現在貸付決定10,250件】
・雇用促進住宅への入居あっせん。【10月2日現在入居決定7,949件】
・離職後も社宅・寮等に労働者を居住させる事業主へ月額4～6万円（6ヶ月まで）を助成。【事前計画状況（8月まで） 累計 1,013件14,937人】
・雇用と住居を失った者への、住宅手当の支給、生活資金の貸付等。 1,093億円 【10月から全国の自治体・社会福祉協議会で実施】
○内定取消し対策、障害者雇用対策、外国人労働者支援
◇内定取消し対策
・企業指導強化（企業名公表制度を整備）。【4月末までに15社公表】 ・未内定学生等への就職面接会の実施等。【4月以降順次実施】
◇障害者雇用対策 ・特定求職者雇用開発助成金の拡充（助成期間の延長・支給額の増額）334億円 【支給決定件数（8月） 844件】
◇外国人労働者への支援 【 6月1日より計133人の相談員を、日系人集住地域を中心に配置、5月より就労準備研修の実施（9月25日現在受講者3,248人）】

雇用対策の実施状況

２



景気の変動などの経済上の理由による企業収益の悪化から、生産量が減少し、事業活動の縮小を余儀
なくされた事業主が、雇用する労働者を一時的に休業、教育訓練又は出向させる場合や、残業削減を実施
することにより雇用を維持する場合、当該事業主に対してその賃金等の一部を助成する。

休業等・出向に係る費用の助成率 ： ２／３
教育訓練実施に係る助成額 ： ４，０００円

雇用保険被保険者：期間を問わず全員
（新規学卒者を含む）対象労働者

残業削減雇用維持奨励金 解雇等※を行わない場合の助成率の上乗せ

雇用調整助成金制度

支給額
（年額）

有期契約労働者
（1人当たり：上限100人）

派遣労働者
（1人当たり：上限100人）

中小企業 ３０万円 ４５万円

大企業 ２０万円 ３０万円

雇用する労働者や受け入れている派遣労働者の雇用の安定を
図るため、残業時間を大幅に削減し、当該労働者の解雇等(※)を
行わない事業主に対し助成する。

助成率：大企業 ２／３ ３／４
中小企業 ４／５ ９／１０

残業削減

休業
教育訓練

出向

※ 解雇等 ・・・ 雇用労働者の解雇の他、有期契約労働者の雇止め、受け入れている

派遣労働者の事業主都合による中途契約解除等を含む。

大企業（ 雇用調整助成金 ）

休業等・出向に係る費用の助成率 ： ４／５
教育訓練実施に係る助成額 ： ６，０００円

中小企業（ 中小企業緊急雇用安定助成金 ）

（労働者１人１日当たり）※ 日額上限は、7,685円

（平成２１年３月３０日～）

（平成２１年

３月３０日～）

Ø大企業に対する教育訓練費の引上げ
教育訓練費 １，２００円→４，０００円

Ø１年間の支給限度日数（２００日）の撤廃
Ø障害者に関する助成率の引上げ
大企業：２／３→３／４ 中小企業：４／５→９／１０

Ø在籍出向者を助成対象に追加

平
成
２
１
年
６
月
８
日
～

３

（支給要件）

※１年ごとに生産量・売上高が直近３
か月又は前年同期と比べて原則
５％ 以上縮小していること。

事業活動の縮小



雇用調整助成金等に係る休業等実施計画届受理状況 （平成20年度及び平成21年度）

事業所数 対象者数 事業所数 対象者数

４月 63 1,343 61,349 2,534,853

５月 79 2,601 67,192 2,338,991

６月 92 1,774 75,532 2,382,931

７月 96 2,429 83,031 2,432,565

８月 123 3,060 79,922 2,110,841

９月 107 2,970 - -

１０月 140 3,632 - -

１１月 198 8,598 - -

１２月 1,707 138,549 - -

１月 12,209 879,614 - -

２月 29,137 1,865,792 - -

３月 46,558 2,379,069 - -

計 90,509 5,289,431 367,026 11,800,181

※１ 速報値であり、今後変更の可能性がある。
　２ 休業と教育訓練を同じ事業所で実施した場合、休業と教育訓練ごとにそれぞれ１件としてカウントしている。
　３ 本集計には出向に係る件数は含んでいない。
　４ 事業所数は計画の届出があった件数であり、企業数とは必ずしも一致しない。
　５ 平成20年12月分より中小企業緊急雇用安定助成金（平成20年12月1日創設）の休業等実施計画届の受理件数を含む。

平成21年度平成20年度

４



雇用調整助成金等に係る支給決定状況 （平成20年度及び平成21年度）

事業所数 対象者数 支給額（千円） 支給額（千円）
上乗せ分

※５
上乗せ分

※５

４月 43 1,214 34,691 7,739 98 549,562 3,275 14,091,545

５月 52 1,287 30,466 18,744 711 1,142,230 16,290 32,340,768

６月 61 1,532 37,208 34,556 3,452 1,891,406 56,880 54,705,343

７月 56 1,864 44,586 64,192 8,150 2,551,967 124,965 76,321,633

８月 86 2,099 43,819 79,256 12,362 2,554,069 171,176 76,408,926

９月 75 1,608 41,214 - - - - -

１０月 103 2,409 53,935 - - - - -

１１月 76 1,590 36,834 - - - - -

１２月 83 2,716 49,683 - - - - -

１月 127 4,150 81,122 - - - - -

２月 461 21,583 499,907 - - - - -

３月 3,665 212,129 5,825,942 - - - - -

計 4,888 254,181 6,779,407 204,487 24,773 8,689,234 372,586 253,868,215

※１　速報値であり、今後変更の可能性がある。
　２　一事業所において休業と教育訓練を実施した場合には、事業所数、対象者数ともにそれぞれ１件としてカウントしている。
　３　出向に係る件数は含まない。
　４　平成20年1月分より中小企業緊急雇用安定助成金（平成20年12月1日創設）の支給状況を含む。（中小企業緊急雇用安定助成金の12月は支給実績なし。）
　５　解雇等を行わず、助成率の上乗せを申請した事業主に対して支給した件数でうち数である。

対象者数

平成20年度 平成21年度

事業所数

５



○地域の雇用失業情勢が厳しい中で、地域の実情や創意工夫に基づいて
地域求職者等の雇用機会を創出する取組みを支援するため、都道府県に
対して「ふるさと雇用再生特別交付金」を交付し、これに基づく基金を造成。

ふるさと雇用再生特別基金事業

○都道府県・市町村は、平成２３年度分までの各年度ごとの事業配分を判断しな
がら雇用創出が図られる事業計画を立案し、雇用情勢に弾力的・機動的に対応。

○都道府県・市町村は、民間企業等に事業委託し、当該受託者が求職者を新
たに雇い入れることにより雇用を創出。

事業の規模
（労働保険特別会計）

３年間で最大１０万人

※平成２０年度２次補正予算による措置

２５００億円

雇用創出効果

基金対象期間 平成２３年度末まで

事業の概要

※平成２０、２１年度の合計。２０年度分は実績。２
１年度分は7月30日調べ（実施見込のものを含む）

○ 交付済みの額：２５００億円
○ 雇用創出数：２７，９６０人

○ 事業数 ：６，１４０事業

事業の実施例

【佐賀県鹿島市】 雇用創出数４人

イベント開催や魅力ある店舗づくりの企
画・助言をするアドバイザーを雇用し、
「発酵文化の香る街」を打ち出した中心
市街地の活性化を図る

【岩手県】 雇用創出数５０人

安全・安心な県産農水産物を活かし、
高付加価値の加工品生産や、ネット販
売による新たな流通販売など新たな雇
用が生まれる事業を支援することで農
林水産経営の高度化を図る

【青森県】 雇用創出数７人

津軽鉄道沿線を含む奥津軽エリアの
広域的な観光ＰＲをするトレインアテン
ダント（客室乗務員）を雇用し、列車内
で観光客への名所案内を行う

【沖縄県】 雇用創出数１６人

子育て支援、介護支援、就職支援相談
に当たる専門員を雇用し、子育て・介護
の問題を抱えて就職できない人や就職
しても継続が難しい人の支援業務を行う

【宮城県蔵王町】 雇用創出数３人

工人を雇用し伝統技術の習得を図りなが
ら、「みやぎ蔵王こけし館」の来館者に、
こけし製作実演や体験教室の指導に当
たる

【事業実施者】 鹿島商工会議所 【事業実施者】 いわて新鮮組株式会社等19事業者

【事業実施者】 津軽鉄道株式会社 【事業実施者】 財団法人沖縄県労福協 【事業実施者】 遠刈田伝統こけし木地玩具業協同組合

【岐阜県】 雇用創出数６人

ＪＲ岐阜駅周辺エリアの新たな賑わい
創出拠点「エキサイト４３ギフ」の事業
計画・運営スタッフを雇用し、ショップで
の接客やイベント開催業務を行う

【事業実施者】 株式会社岐阜シティ・タワー43開発

事業の実施状況

６



緊急雇用創出事業

○都道府県・市町村は、平成２３年度分までの各年度ごとの事業配分を判断しな
がら雇用創出が図られる事業計画を立案し、雇用情勢に弾力的・機動的に対応。

○都道府県・市町村は、民間企業等に事業委託し、当該受託者が求職者を新
たに雇い入れることにより雇用を創出（地方公共団体による事業の直接実施可）。

３年間で最大４５万人雇用創出効果

基金対象期間 平成２３年度末まで

事業の概要

事業の実施例

【秋田県にかほ市】 雇用創出数３０人

海岸漂着ごみの収集作業を実施し、環
境の向上を図る

【埼玉県】 雇用創出数１８人

在来種を食べ生態系を乱す特定外来生
物や、ブラックバスなどの外来魚を荒川
下流など県内２０カ所で駆除する

【徳島県石井町】 雇用創出数２人

子どもの体力向上のため、町内の幼稚
園、小学校を巡回し、担任教諭と連携
して体育授業の補助指導を行う

【静岡県浜松市】 雇用創出数１８人

放置されている間伐材の有効活用を促
進するため、山林にある残材の搬出作業
や枝払い作業を行う

【鳥取県米子市】 雇用創出数３人

【事業実施者】 秋田県にかほ市 【事業実施者】 埼玉県漁業協同組合連合会

【事業実施者】 徳島県石井町

【三重県】 雇用創出数１３人

振り込め詐欺の被害防止のためにＡＴ
Ｍ周辺での声かけや啓発イベントに携
わる

【事業実施者】 三重県

○地域の雇用失業情勢が厳しい中で、離職を余儀なくされた非正規労働者、
中高年齢者等の一時的なつなぎの雇用機会を創出するため、都道府県に対し
て「緊急雇用創出事業臨時特例交付金」を交付し、これに基づく基金を造成

事業の規模 （一般会計）４５００億円

※うち、１５００億円は２０年度２次補正予算による措置
３０００億円は２１年度補正予算により拡充

中心市街地の商店街の空き店舗の実態
を調査し、効果的な空き店舗対策事業の
立案のための基礎資料を作成する

【事業実施者】 天竜森林組合等３事業者 【事業実施者】 ＮＰＯ法人まちなかこもんず

※平成２０、２１年度の合計。２０年度分は実績。２
１年度分は7月30日調べ（実施見込のものを含む）

○交付済みの額： ４２８４億円
○雇用創出数： １７７，１６３人

○事業数 ： ２３，６６１事業

事業の実施状況
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３ 長期失業者等の再就職支援

○長期失業者等支援事業

長期失業者及び就職活動困難者に対する再就職支援、住居・生活支援

事業開始：８月17日

実績：開始者数1,200人 （１０月６日現在）

２ 中小企業等における雇用創出

○ 中小企業等雇用創出支援事業

実習型雇用・職場体験等を通じた雇入れの助成

(実習型雇用：1人月10万円、雇入れ：1人100万円など)

事業開始：７月10日 (１０月６日現在)

実績：受理求人数 8,672人、登録求職者数10,362人、開始者数 1,143人

１ 職業訓練、訓練期間中の生活保障

○ 緊急人材育成支援事業
職業訓練と訓練期間中の生活保障の実施

（単身者：月10万円、扶養家族を有する者：月12万円）

事業開始： ７月15日 全国のハローワークで相談・受付開始
７月29日 職業訓練順次開始

実績： 【訓練】認定済み定員 16,476人、受講者（予定者含む）8,194人
【給付】受給資格認定申請件数 5,864件 （１０月６日現在）

事
業
活
動
の
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小
等
を

余
儀
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た
事
業
主

Ex

製造業

「緊急人材育成・就職支援基金」の事業実施状況

【離
職
者
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（
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め
等
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正
規
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働
者
等
）
】
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○ 雇用保険を受給できない者（非正規離職者、長期失業者など）等に対する新たなセーフティネットとして、
基金を造成し、ハローワークが中心となって、職業訓練、再就職、生活への支援を総合的に実施。

緊
急
人
材
育
成
・
就
職
支
援
基
金

※ １～３のほか、帰国を希望する日系人、研修・技能実習生への帰国支援を実施
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や
状
況
に
応
じ
て
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職
者
の
送
り
出
し
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「求職者支援制度」の創設

民主党マニフェスト

職業訓練期間中に、月額最大10万円の手当（能力開発手
当）を支給する「求職者支援制度」を創設する。※工程表で
は平成23年度に創設

（連立政権合意）

○ 職業訓練期間中に手当を支給する「求職者支援制度」
を創設する。

雇用保険を受給できない者を対象とした第2のセーフティネット（手当付き職業訓練制度）について、現行の基金事業の運営
状況も踏まえ、恒久措置の検討を進める。

（これまでの施策等）

○ 労使及び各党の提案を踏まえ、新たな雇用のセーフティネットとして、「緊急人材育成・就職支援基金」を創設。（H21年度補
正予算で措置）

○ 雇用保険を受給できない方を対象として、職業訓練と「訓練・生活支援給付」を実施

・ 給付は月10万円（扶養親族ある方は12万円）、必要な方に貸付も実施（月8万円を上限）

○ 平成23年度の「求職者支援制度」の創設に向け、次の課題について検討を進める（※）。

・ 恒久財源の確保 ※公労使三者構成の労働政策審議会における十分な検討が必要

・ 課税の特例措置の創設（給付の非課税措置）

・ 確実な事業遂行、サービスの質の確保を実現するための適切な制度設計（①給付対象者の範囲、給付の内容の検討、
②訓練を希望する求職者に対応した的確な訓練（定員、内容等）の確保、③国の組織・定員等の体制整備等の実施準備、
④求職者や訓練実施機関に混乱が生じないよう、一定の周知期間の設定）

○ なお、基金事業の廃止・中断により、求職者が必要な訓練を受けられず、また、生活が困窮化するような事態は回避すべ
き。このため、「訓練・生活支援給付」から、平成23年度に新たに創設される「求職者支援制度」への移行に当たっては、空白
が生じないよう、基金事業の継続が必要。

今後の検討課題

９
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（参考）
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労働契約が更新されなかったため離職した有期契約労働者について、
○ 受給資格要件を緩和 ： 被保険者期間 １２か月→６か月（解雇等の離職者と同様の扱い）
◎ 給付日数を解雇等による離職者並に充実

１．非正規労働者に対するセーフティネットの機能の強化

◎ 解雇や労働契約が更新されなかったことによる離職者について、年齢や地域を踏まえ、特に再就職が困難な場合に、
給付日数を６０日分延長 （例えば所定給付日数が90日の場合→150日）

２．再就職が困難な場合の支援の強化

（Ｈ２１改正）雇用保険法等の一部を改正する法律の概要
現下の厳しい雇用失業情勢を踏まえ、非正規労働者に対するセーフティネット機能及び離職者に対する再就職支援

機能を強化

◎ 早期に再就職した場合に支給される「再就職手当」の支給要件緩和・給付率の引上げ（給付率について、30％→40％又は50％）

◎ 就職困難者（障害者等）が安定した職業に就いた場合に支給される「常用就職支度手当」について対象範囲を
拡大（年長フリーター層を追加）・給付率の引上げ（30％→40％）

４．育児休業給付の見直し

○ 平成２２年３月末まで給付率を引き上げている暫定措置（４０％→５０％）を当分の間延長
○ 休業中と復帰後に分けて支給している給付を統合し、全額を休業期間中に支給

３．安定した再就職へのインセンティブ強化

５．雇用保険料率の引下げ

○ 失業等給付に係る雇用保険料率（労使折半）を平成２１年度に限り、０．４％引下げ（１．２％→０．８％）

施行期日：平成２１年３月３１日（育児休業給付の見直しについては平成２２年４月１日）

（◎は３年間の暫定措置）

○ 雇用保険の適用基準である「１年以上雇用見込み」を「６か月以上雇用見込み」に緩和し、適用範囲を拡大

＊船員保険法についても、雇用保険法に準じて改正。 １２



雇用保険における国庫負担の１／４復帰

○ 国庫負担の割合については、社会保障費削減の一環として、平成19年の雇用保険法改正に
より、保険料負担者である労使とぎりぎりの調整を行い、やむを得ない措置として暫定的に
引き下げ（本来の額（給付費の25%）の55/100（13.75%））。
○ 8月末の平成22年度概算要求においては、国庫負担を約2,950億円計上。
○ 雇用情勢が厳しい中で、本年６、７月の雇用保険受給者が100万人を超えるなど給付費が
増加しており、今年度は、失業等給付積立金を約8,000億円取り崩すことが必要な状況。

参考：国庫負担の基本的考え方
雇用保険の保険事故である失業については、政府の経済政策、雇用政策との関係が深く、政府もその

責任を担うべきであることから、単に労使双方のみの拠出に委ねることなく、国庫も失業等給付に要す
る費用の一部を負担することが必要。

民主党マニフェスト
雇用保険における国庫負担を、法律の本則である１／４に戻す。（工程表は平成22年度）

現状
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